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(1) 日本企業社会研究としては，渡辺治 n豊かな社会J 日本の構造』労働旬報社， 1990年，同『企
業社会・日本はどこへゆくのか』教育史出版会， 1999年，木田融男「企業社会と現代社会論J W立
命館大学産業社会論集j 80号，立命館大学産業社会学会， 1994年，などを参照。
( 2 ) 日本型政府モデルに関しては，マイケル・ E ・ポーター，竹内弘高[日本型政府モデルは失敗
の原因J W一橋ビジネスレヴュ-j 2000年及びマイケル・ E ・ポーター，竹内弘高著，榊原磨理子
協力『日本の競争戦略』ダイヤモンド社， 2000年，参照。
( 3 ) 鶴田俊正『日本の産業政策』東京大学出版会， 1984年。失われた十年に関しては，原田泰『日
本の失われた十年 失敗の本質復活の戦略』日本経済新聞社， 1999年などがある。また，バ
ブルと不況を生んだ日本の経済システムを企業システムに焦点を絞って検証した研究としては，

































( 4 ) 高橋祐吉「日本的経営・企業社会J (渡辺治編『現代日本企業論』労働旬報社， 1996年，所収)














政依存型ではないので. r 日本政府型モデルJ の日本企業社会とはかなり質的に異なった「経済
システム」となっている。



























































































































( 8 ) 日本の官僚の天下りに関しては，堤和馬『巨大省庁天下り腐敗白書J 講談社， 2000年，参照。
また，臼本の官僚の行動パターンについては，川北隆雄『官僚たちの縄張り J 新潮社， 1999年，
参照。

































(10) ウェーパー，世良晃志郎訳『支配の社会学 1..1創文社， 1960年，参照。
(1) 朝日新聞， 2000年12月 15 日。






























た利益共同体」優先， 2.形式的集団合議・監査による「無責任体制j ， 3.形式的監査による「無































































フォーマル・ネットワークが発達し， r擬似コミュニティ j を形成しているパターンが多い。「擬












































る。その意味では，この「やりがいJ や「はりあいj を通して「積極的・自主的J な社会統合
が両タイプの日本企業社会がはかられてきている。






























































































































済システム (1 日本型政府モデルJ) を継続したのであろうか。





















































































力構造の謎上』早川書房， 1994年， 153ページから 162ページ，参照。
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にくい構造へと変化させていったいと言える。それは，相互に矛盾する政策を，選挙対策のた
めに併存的に運営してゆくという極めて矛盾的な政策運営がなされるようになったからである。
そして，この矛盾的な複数の政策の同時並行的な運営も，メインセクターである「企業社会」
を維持するという点では，一致しているのである。いわば，国際競争力の有る大企業群から税
金を吸い上げ，助成金として中小企業や農林漁業に投下する。その見返りとして，国際競争力
の有る大企業のために，国際競争力の維持の前提である自由貿易を維持するために，欧米の要
求に応じて，農産・林産品の自由開放をおこなうのである。結果，中小企業や農林漁業者は，
助成金づけになり，自活する能力を徐々に失いつつ，自由貿易の枠組みに組み込まれより行政
依存を深めて行くという悪循環をくりかえしてきた。
また，過疎化しつつある地方の農林漁業地域には，大型公共土木事業をばらまき，仕事をつ
くり，そして，これによって，行政依存型の建設，鉄鋼，セメントなどの産業が潤うという両
者に一見，益をます「経済構造」をつくりあげた。そして，これら行政指導・行政指導産業で
は，カルテルを結ぶことを黙認し，外国企業が参入することを阻止してきた。
このように複数の相互には矛盾した政策(自由主義政策と保護主義政策のまか不思議な混合)
が，メインシステムの維持・発展を前提としながら，メインシステムとサブシステムの調和が
1970年代・ 1980年代と継続し，自民党の長期安定政権が維持してきたと言える。
6 むすぴ
失われた十年を生み出した日本企業社会の全体構造と日本大企業の「日本的経営管理構造J
の特徴を「日本的官僚体質」をキーワードとして解明・考察をおこなってきた。
欧米の先進資本主義国であれば，自由主義的政策の政権の後は，社会民主主義的な政権や保
護主義的な政権となったりするように，政策の選択によって政権が変わり，国家政策が変化し
てゆくこととなる。しかし，日本の場合，自民党もしくはそれに重なるように拡大してきた官
僚組織が，選挙対策として，異なる矛盾的な政策を部局をわけることで本来，不整合的な政策
が，一定の調和を持って， 1970年代以降，実施されてきたのである。それがまた，経済理論的
に不整合に矛盾に満ちた政策であっても，ともかくも経済成長をつづけ，地価，株価等があが
りつづけている時には，その矛盾は顕在化しなかった。
それが，バブル経済崩壊後，その矛盾(補助金・助成金や役に立たない公共土木事業などの
ムダな財政出動の限界)が顕在化しているにもかかわらず，その矛盾の上に政権を維持してき
た自民党は，矛盾を消し去る「改革」をおこなう時，自民党も支持基盤を失うこととなるとい
う「パラドックス」を抱えることとなったのである。
しかし，今，グローパル・スタンダード(アメリカン・スタンダード)という国際的市場か
らの外圧の中で，日本の経済・社会システムが抱える矛盾が露呈し，隠し切れなくなり，かっ
国と地方あわせて660兆円という莫大な債務の中で，国家の経済的基礎が揺らぎつつある。
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メインシステムである日本国内の産業下の二つのタイプの日本企業社会は，行政主導産業下
日本企業社会も， ドラスティックな変化にさらされているし，国際競争力を有する民間主導産
業下の日本大企業も勝ち組と負け組にわかれて淘汰されるとともに，内部も変化しつつある。
そして，次の研究課題は，第一に，このような激変の中で，メインシステム内部の個別企業
体の中での「日本企業社会j がいかに変化しつつあるのか，第二に，メインシステムとサブシ
ステムとの関係がいかに変化するのかに注目して解明をおこないたい。第三に， rメビウスの輪J
のごとき「日本的官僚体質j を合理的体質に改善させる方策について探ること，第四に，激変
の中で，統制範囲を縮小させつつ有るネオ日本企業社会から落ちこぼれた層から新しい変化の
胎動が生まれてきているのではないかということを探ることにある。
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